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Analysis of Strategic Entry for Changing Rules of Competition : A
Case Study of HIS Corporation Entered Japanese Airline Market
Mitsuhiko Nakaniwa
　本稿の目的は、1996年のHIS社による航空事業参入ケースを取りあげ、市場構造を変えるために不
完全市場に参入する「戦略的参入」の検討を行うことにある。そして、本ケースにおいては、参入阻
止側の競争が起きる誘因構造があったことと、コア事業が既存市場で強力だったことが、この戦略的
参入をうまく導いた要因だったことを明らかにする。
 The purpose of this paper examine the strategic entry to change the market structure in the case study,
HIS Corporation entered Japanese airline market,1996. In the case I clear the factor that make strategic
entry smart; the first is incentive structure of arising entry-preventing competition, the second is existence
of strong core business.
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Ⅰ　問題の所在
　経営者にとって判断が難しい課題の一つに、
これまで自社が強みを発揮してきた市場が成熟
したと判断した時にとるべき成長戦略の意思決
定がある。これまでの企業・事業戦略論の多く
は、市場浸透、市場開拓、商品開拓、多角化な
どの選択肢を有効性にしたがって選択を行う
「市場と商品の適合」を基本的な考え方に置いて
いた（１）。その前提には、市場において高い競争
が行われていれば、投入した商品の適否は「市
場が教えてくれる」という考え方がある。した
がって、規制の存在等により既存市場で不完全
競争が発生していたり、自社より市場を占有し
ている大手企業の優位が半ばロックインされて
いるような業界構造が存在する場合ならば、「市
場と商品の適合」だけではく、「市場構造の変更」
も戦略の選択肢となる。
　このような「規制撤廃、市場構造の変更」は、
通常であれば政策当局が主体となった競争政策
の問題として検討されることが多く、当該企業
が主体となって市場構造に変化を加えるような
戦略については、体系的には検討されてこな
かった。
　本稿で扱うのは、自社のコア事業の市場構造
を変える目的で、関連する市場にいわば戦略的
競争ルールの変更を目的とした戦略的参入の分析
－ 16－
に参入する事例である（２）。これを本稿では「戦
略的参入」と呼ぶこととし、多角化の結果であ
る新市場への参入とは区別する。
　戦略的参入はそれぞれの規制毎に方法も異
なってくるため、それぞれのケースの中で検討
を加えることが欠かせない。そこで、本稿では、
そうしたケースの一つとして、スカイマークエ
アラインズ㈱の航空業界への参入を取りあげる。
1996年に設立されたスカイマークエアラインズ
社（以後スカイマークと表記する）の実質的経
営権は、2007年現在、売上高では旅行業界４位
のエイチ・アイ・エス社（以後HISと表記する）
が 1996年から 2005年の間握っていた。
　このケースは、「旅行業のHISが多角化の一環
としてノウハウをもたない航空業に参入した一
事例」として解説されることが多い。しかし、こ
こではもう一つの可能性を主張したい。それは、
スカイマークの参入が、国内航空運賃の下落を
引き起こし、旅行市場の構造を変え、その結果
HISのコア事業である「格安航空券販売を核と
する旅行販売」の優位をより強めるための「戦
略的参入」ではなかったのかという可能性であ
る。
　本稿の目的は、この「戦略的参入」の観点か
ら事実の推移を辿り、新たな事実解釈、ならび
に戦略的参入がうまくいく条件について検討を
行うことにある。
Ⅱ　HISのビジネスモデルと航空業界参入
への状況
１．HISのビジネスモデル（3）
　HIS は格安航空券・旅行商品の販売で急成長
してきた。現会長の澤田秀雄が1980年に創業し
た同社は、2006年 10月期現在、2,888億円の売
り上げ、3,163名の正社員を抱えるまでに成長し
た。旅行業界の主要50社の旅行取り扱い高は５
兆 7,413億円（国交省 2005年度）だが、HISは
JTB、近畿日本ツーリスト、日本旅行、阪急交通
社に続いて５位の取扱高で、4.6％のシェアを占
めている。
表１　2006年度の上位５社業績
（単位、億円）
　同社の経営推移、ならびに1996年に設立され
たスカイマーク、関連する旅行業界・航空業界
の動向を記したのが表２である。
表２　経営の推移
1980年
1995年
1996年
1997年
1998年
HIS社
●資本金 1000万
円で（株）インター
ナショナルツアーズ
を設立。（90年に
現社名に変更）
●株式を店頭公
開、同時に資本金
を17億 1559万円
に増資。
●ホームページ
オ プーン 。
●ホテル事業開
始。
●HISデビッド・ア
ンド・ファイナンス
（クレジット事業）
を設立。
スカイマーク
社
● 「スカイ
マークエアラ
インズ」を設
立（11月）。
初代社長は
大 河 原 順
一。
●澤田が代
表権をもつ会
長に就任（１
月）
●新規参入
の事業免許
申請（２月）
●羽田―福
岡間に定期
運行開始（９
月）
関連動向
● JTB が関
連会社ABIを
通じて、格安
航空券事業
を開始（12月）。
●日米航空
交 渉 決 着 。
後発航空会
社に大幅な増
便が認められ
た（１月）
●JTBがFIT
市場に本格
参入。
●運輸政策
審議会航空
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　HISは、当初「時間はあるが金はない」という
若者をメインターゲットに、格安航空券を販売
する自由旅行市場（FIT：Free Independent Travel）
で成長を続けてきた。格安航空券販売という事
業は、各航空会社が専属のホールセラー等に卸
しながらも売り切れなかったチケットをホール
セラー等から安く大量に仕入れ、顧客にさらに
1998年
1999年
2000年
2001年
2002年
2003年
2004年
2005年
●エイチ・アイ・エ
ス協立証券に資本
出資（12月）。
●マップインター ナ
ショナル（現ＡＴＢ）
等を子会社化（11
月）。
●iモ ドーの公式サ
イトをオ プーン。
●東証２部に上場
（12月）。
●自社コンピュー
ター 新 システム
「Challenge（チャレ
ンジ）」導入 。
●オンライン予約シ
ステム稼動。
●東証１部株式上
場 。
●オーストラリアに
Hotel Watermark
Brisbaneをオープ
ン。
●大河原順
一社長が退
任し、井手隆
司氏が後任
に（11月）。
●大手３社
が大幅割引
運 賃 の 設
定。
●近畿日本
ツーリストを
通じチケット
販売開始（８
月）。
● 東 証 マ
ザーズ上場
（資本金 3 8
億 3 9 0 5 万
円、５月）
●ゼロ（株）
社長だった
西久保慎一
が代表取締
役就任。
●ゼロ（株）
を合併（1 1
月）。
●澤田が取
締役会長を
退任。
部会答申骨
子案で運賃自
由化（２月）
●近畿日本
ツー リストの小
会社トラベル
マスターズ社
解散（10月）
●独立系ホー
ルセラーの
ジェットツアー
が自己破産
（12月）。
●改正航空
法 施 行 （２
月）。
●JALとJAS
が経営統合。
安価なチケットを販売するというビジネスモデ
ルである。通常、販売量に応じて旅行代理店に
は航空会社から手数料や販売奨励金としてキッ
クバックが支払われる。それまで旅行代理店は
この販売手数料を収益源としていたのだが、HIS
はその手数料分まで値引きして格安チケットを
実現した。このビジネスモデルが持続するには、
①仕入れコストを圧縮し、②固定費を抑え、③
大量のチケットを裁かなくてはならない。言い
換えれば、販売力を強めることで、ホールセラー
等に対するバイイングパワーを強めることが求
められることとなる。
　HISが取り扱ってきたのは海外航空チケット
であって、国内便チケットはほとんど扱ってこ
なかった。これは国内大手航空3社が結託してチ
ケットの値引きを行わなかったからだが、当然
ながらこの制約は海外航空会社には及ばない。
海外チケットを安く販売することで海外航空会
社各社と共存関係を築いたことがHIS創業時以
来の強みであった。ところが1995年当時、日本
における海外航空チケット市場は成熟しつつ
あった（４）。一方、国内チケットは、航空規制の
下でJAL、ANA、JASの大手３社による寡占体
制が続き、価格も割高な状況が続いていた。こ
うした不完全市場を支えていたのが、運輸省に
よる航空規制であった。
　このような状況に転機を画したのが1996年11
月のHISによる航空業界への参入であった。ス
カイマーク社が設立され、HISが筆頭株主とな
り、３社寡占体制の下で戦後初めての航空事業
参入企業となることを表明したのである（５）。初
代社長は航空業界勤務経験の無い大河原順一
だったが、翌年にはHIS社長の澤田が経営権を
握る。なぜ澤田はスカイマークエアラインズ設
立に参加し、航空事業に参入したのだろうか。
　1996年当時、澤田はこの理由について次のよ
うに述べている。
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　「海外路線もかつては航空券が非常に高かった
が、今では米国西海岸まで９時間で飛んで往復
６～８万円と安くなり、目標はある程度達成さ
れた。ところが日本国内は札幌まで１時間20分
で５万円弱。これはちょっと高すぎる。この高
運賃を是正するために、誰も手を挙げないので
危険をおかして挑戦した」（６）。
　この頃、海外では英国のヴァージンアトラン
ティック航空や米国サウスウェスト航空が安い
航空運賃で人気を得ていたこともあり、こうし
た低価格航空事業（LCC: Law Cost Carrier）を日
本で行いたいと述べたのである。澤田は当初か
ら「低価格便の実現」を明確に打ち出していた。
　この理由が本人にとって真実かどうかという
点は今後も推測の域を出ないだろう。とはいえ、
その後の事態については二つの観点から説明を
行うことができる。第一は、HISが総合旅行業を
目指し、事業規模を拡大し多角化の一貫として
航空業にも参入したというもので、多くの報道
はこうした見方に準拠していた。第二は、HISの
コア事業が機能していた競争構造、すなわち格
安チケット販売の市場構造そのものを変えるた
めの「戦略的参入」戦略であり、このような観
点から事態を説明している例はほとんどない。
　そこで、事態の推移を「戦略的参入」の観点
から解釈してみよう。
２．二つの観点の差異
　戦略的参入による解釈に入る前に、前述の二
つの観点の違いについて説明する。
　「HIS の目的は多角化だった」という観点は、
HISが本業の格安チケット販売というコア事業
の他に、複数の事業を展開し、収益の拡大と相
乗効果をもたらそうとしたという解釈をもたら
す。一般的に多角化戦略と呼ばれるものである。
　航空ビジネスは、安全に旅客を運ぶことで利
益を出さねばならず、大きな初期投資も必要と
なる。格安チケット販売とは異なるビジネスモ
デルである。この異なるビジネスモデル双方で
利益を出し、連結して売り上げを伸ばし相乗効
果も出すことが多角化の目的である。実際、HIS
は航空業の他にもホテル業、クレジット業、保
険業、証券業への参入を行った。
　多角化の適否は、①他のビジネスモデルとの
相乗効果、②連結利益拡大が指標となるだろう。
　一方「HISの目的は戦略的参入であった」とい
う観点は、航空業界への参入の目的が、あくま
でも格安チケット販売というコア事業を拡大し
総合旅行業へと成長することであったという解
釈をもたらす。格安チケット販売というビジネ
スモデルの鍵は、前述のようにチケットをより
安く大量に購入するためのバイイングパワーを、
自らの販売力やキャッシュフローで維持する所
にある。したがって、収益率は航空チケットの
仕入れ価格に大きく依存する。一般に格安パッ
ケージツアー料金の内訳は、航空チケットが７
割、ホテル代が２割、利益１割と言われている。
薄利多売の中で情報化によるローコストと販売
力で強みを発揮してきたのがHISだった。また、
そのような業界にあって、最後まで仕入れ価格
を下げられなかったのが国内航空業界だった。
国内チケットの価格を下げることは、格安チ
ケット販売というビジネスモデルには必要なこ
とだったと言えるだろう。
　しかし、「国内航空チケットの仕入れ価格引き
下げ」がいかに難しい課題であったかについて
は、国内便の格安チケットを扱ったサカエトラ
ベルサービスの倒産（1993）という苦い前例が
あり、そのことは澤田自身も認識していた（７）。
この引き下げのために、あえてスカイマーク社
設立に参画し、大手３社の寡占体制を崩し、そ
れが旅行業界にも波及することを狙ったのでは
ないかというのが「戦略的参入」の観点からの
解釈である。
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　この戦略の適否は、①大手三社の航空チケッ
ト販売を低価格競争に巻き込み値下げさせ、②
ホールセラーを初めとする大手旅行代理店の価
格支配力が低下すればよい。つまり、この戦略
の目的は、あくまでも国内航空運賃が下がれば
よく、その状態が続けば自ずとホールセラー等
の利幅は縮小し、業界構造を変えることに結び
つく。
　この二つの観点の差異を図示したのが、表３
である。
表３　事態を説明する観点の差異
うな推移を辿ったのだろうか。
　1996年の参入表明後、同社は着々と準備を進
めた。機材コストはリースで圧縮し、整備も全
日空の協力を仰いでいる。そして、1998年９月
19日に第一便を羽田－福岡で就航させた。但し、
この時与えられた羽田の発着枠は３便であり、
スケールメリットを出せるほど効率的に運用す
るには不十分な量であった。とはいえ、ドル箱
路線と言われた羽田－福岡便で既存３社の半額
料金であった 13,700円を実現させ、当初は利用
率も 80％を記録した。
　一方、同年10月には日本航空（JAL）、全日空
（ANA）、日本エアシステム（JAS）の既存３社は
特定便割引を、翌97年春にはJALが半額運賃を
打ち出し、他の２社もこれに追随した。当初は
スカイマーク隣接便のみの値下げだったが、後
に各社とも他便に及び、いわゆる特割運賃はい
まも根付いている。またネット予約による直販
も進み、旅行代理店を通さない販売も拡大した。
　これに伴いスカイマークの持っていた低価格
優位性は色あせてきた。業績は設立以来赤字を
続け、2004年度に営業黒字をなしとげたが、現
状の収益はけっして楽観できるものではない。
　この間、経営者にも交代があった。就航以来、
澤田会長－井手社長で経営を続けてきた同社は、
2003年にインターネットの無料プロバイダー企
業（ゼロ株式会社）創業者であった西久保慎一
を迎え入れた。西久保は航空業・旅行業の経験
をもっていないが、現在は代表取締役となり筆
頭株主（2007年５月現在46.5％）となっている。
一方澤田は2005年に取締役会長を退任し、実質
的な経営権を西久保に譲った。HISにとって、ス
カイマークが果たした役割が既に終わったこと
の傍証とも思われる（８）。
戦略的参入
【旅行市場構造の変
化】
・HIS：航空券市場価
格の値下げ
・スカイマークエア
ラインズ：航空券
市場へ値下げの脅
威を与える
コア事業である「旅
行業」。航空事業は、
戦略的な付随事業
・HIS
・スカイマーク
・航空大手3社（JAL、
JAS、ANA）
・運輸省
・ホールセラーを含
む競合する旅行業
航空運賃下落による
旅行市場の変革
観　点
目的
ビジネスモ
デル
ステークホ
ルダー
戦略評価の
指標
多　角　化
【航空事業の拡大】
・HIS：事業拡大
・スカイマークエア
ラインズ：航空事
業の立ち上げ、黒
字化。
「航空事業」と「旅行
業」の並列展開
・HIS
・スカイマーク
・航 空 大 手 3 社
（JAL、JAS、ANA）
・運輸省
航空業事業と旅行事
業の相乗効果、連結
利益拡大
　これまで多角化という視点から説明されるこ
との多かったHISによる航空業界参入も、戦略
的参入という観点から見ると、異なる解釈が導
かれるのである。
３．ステークホルダー達の行動①スカイマーク社
　それでは、スカイマーク参入以降のステーク
ホルダーの動きを、戦略的参入という観点から
詳述してみよう。まず、スカイマークはどのよ
競争ルールの変更を目的とした戦略的参入の分析
－ 20－
４．ステークホルダー達の行動②運輸省
　運輸省は所謂「航空憲法」（1970年閣議了解、
1972年運輸大臣通達の「航空企業の運営体制に
ついて」）以降、それまで発着枠の配分を通じた
需給調整の権限をもっていた。この規制の撤廃
に影響を与えていたのが、当時行われていた日
米航空協議であり、規制緩和の面からも運輸省
による需給調整規則や国内運賃の許認可制が問
題化していた。
　こうした流れを踏まえ、1996年12月、行政改
革委員会規制緩和小委員会は「航空運送事業の
需給調整を原則廃止し、参入自由化を促進し、運
賃は将来上限価格制に移行することが適当」と
答申した。しかし、後の価格自由化への動きは、
この時既に運輸省がレールを敷いていたもので
はなく、スカイマークが参入を表明以後、需給
調整条項などを見直し始めたという（９）。
　日米航空協議は98年１月に決着し、2000年２
月１日には改正航空法が施行され、国内線運賃
の完全自由化と路線への参入・撤退制限撤廃が
盛り込まれた。ただし、依然として空港発着枠
の割り当ては国土交通省の裁量が働く余地とし
て残っている。
　スカイマークの参入により、価格競争が現出
し、既存３社の経営力強化へのインセンティブ
が現れ、運輸省としての実質的権限も残ってい
る状態である。
５．ステークホルダー達の行動③既存航空３社
　スカイマークが東京－福岡便を競合３社の半
額に設定したことで、翌年の1999年は大手３社
もスカイマーク隣接路線について半額料金に
打って出た。但し、この値下げは３社が結託し
てスカイマークを市場から排除しようという、
いわゆる略奪的価格ではなかった（10）。むしろ、
JALが口火を切った大手 3社による価格競争で
もあったと言われている（11）。
　口火を切ったのがJALであったことには理由
がなかったわけではない。この時点でJALの旅
客収入に国内線が占める割合は 30％に過ぎな
かった。それに比べ、ANAは80％、JASにいたっ
ては97％だった。多数の国内不採算路線の赤字
を、幹線黒字で補てんするという構造を、ANA、
JASはより強くもっており、幹線の値引きは避
けたいものだった。
　結局、この競争はJASを直撃することになっ
た。2001年11月日本航空（兼子勲社長）と日本
エアシステム（船曳寛眞社長）は経営統合に向
けて共同持ち株会社を設立することを発表し、
2002年11月には新会社日本航空システムを発足
させた。この合併の遠因には、不採算路線を多
く抱える日本エアシステム社に対する価格競争
の圧力があった（12）。
６．ステークホルダー達の行動④旅行業界
　国内航空運賃値下げは、多角化の観点から見
れば、HIS を市場から退出させるための敵対的
行動と解釈されるだろう。しかし、戦略的参入
の観点で考えるならば、むしろ低価格競争を現
出することが HIS の当初からの目的であって、
国内航空運賃値下げは、HISの競合旅行代理店
を駆逐する圧力形成につながることを意味した。
HIS にとってまさに望ましい状況が現れたこと
になる（13）。さらに、JALとJASの統合という事
態は、航空業におけるグローバル競争が現実に
なったことを表しており、HISはこれを望まし
い状況と受け止めたのではないだろうか。
　では、旅行業界の各企業はこうした市場構造
の変動を促す圧力に対して、どのような動きを
見せたのだろうか。この間、旅行代理店、特に
ホールセラーの多くが市場から退出や再編を余
儀なくされた。例えば独立系ホールセラーの
ジェットツアーは98年に自己破産した。業界首
位の旅行代理店JTBは、それまで自社の市場支
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配力を損なう恐れがあった格安航空券販売を手
控えていたが、スカイマークが就航した1998年
より本格参入を始めた。JALと JASの経営統合
により、両社のホールセラーであった旧ジャス
ナイスウイング社と旧ジャルストーリー社が
2003年に合併しJALツアーズ社となった。これ
らはJALパック社もあわせ、リテール業務を拡
大させる業界再編につながった。同様に全日空
トラベル社、全日空スカイホリデー社、全日空
ワールド社も 2002年に合併しANAセールス＆
ツアーズ社（現ANAセールス社）となった。国
内航空運賃の大幅値下げが、旅行業界の再編を
促し、市場構造を変化させたのである。
　このように見ると、規制緩和により国内航空
便に競争が持ち込まれ、運賃の大幅値下げが現
実となったことが、航空市場のみならず旅行市
場の構造も変化させることにつながったことに
なる。そして、この国内航空便への競争導入
は、規制緩和という追い風があったものの、引
き金を引いたのはスカイマークの参入であった。
「HISによる戦略的参入」という観点は、この時
期の航空市場と旅行市場の変動の両方を説明で
きる一定の説得力をもっている。
Ⅲ　戦略的参入を成功させる条件
１．市場構造変化と競争優位
　前章では、「HISによる戦略的参入」の説得力
について検討を行った。それでは、この観点に
立った場合、HISの戦略的参入がうまくいった
要因は何だったのだろうか。
　この点を説明するには、戦略的参入による市
場構造変化の誘導過程と、HISコア事業の優位
性確保の過程を確認する必要がある。市場構造
が変化したとしても、それが市場における自社
コア事業の競争優位に直結するとは限らない。
この両者は密接に関連しているが、最終的には
競争優位が実現できなければ、戦略は成功した
と言うことはできないだろう。
２．参入阻止勢力内ゲームへの移行
　HISの戦略的参入シナリオにとって、その帰
趨を分けるポイントは、スカイマーク参入に
伴って大手 3社がこぞって敵対的価格を打ちだ
し、価格競争に発展したことだろう。この時の
価格競争を主導したのはJALであり、ANA、JAS
にとっては体力的に無理のある勝負であったこ
とは前述の通りである。つまり、当初は「LCC
の代表であるスカイマーク対既存大手3社」とい
うゲームだったものが、スカイマークの実際の
就航を契機に「スカイマーク」対「JAL対ANA・
JAS」というゲームに移行したのである。
　JALの立場に立てば、このような行動に出た
理由は、前述したJALの国内依存率の低さが大
きいが、航空自由化の中で自社の優位を高めて
おきたい狙いもあったろう。また、スカイマー
クが示した半額価格に８割の搭乗率を示したこ
とで、価格競争が予想以上に有効であることも
ステークホルダーの中で共有された。さらに、運
輸省の裁量である羽田発着枠の配分方法は新規
参入者を優先するとはいえ、スカイマークは既
存3社の比ではないことも予想できた。気がかり
だったのは公正取引委員会の動きだが、スカイ
マークを対象にした特割価格を略奪的価格とは
認定せずに、静観した。
　一方、HISの立場に立つと、国内航空券価格低
下が目的なのであれば、利益が出ないシェア争
いはせずに、単に小規模で参入し続け価格競争
の脅威を与えていることが最善の選択となる。
したがって、競合社の価格が下がれば脅威を与
え続けることは不必要となる。
　つまり、スカイマークの就航が実現した時点
で、JALにはスカイマークとの競争を機会に、一
挙に国内便市場を再編しようというインセン
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ティブが生まれた。そして、低価格競争が引き
起こされるとHISの関心は旅行市場構造の再編
に向けられたのではないかと推測される。さら
に、スカイマーク参入から低価格競争に至る局面
で、HISはJALの敵対者というよりは「協調的敵
対者」という性格に変わりつつあったと思われ
る（14）。そして、むしろHISと本当に敵対したの
はANAでありJASであった。ANAとHISの間
で結ばれていた整備契約が更新されずに打ち切
られたのは象徴的である。JALがとったこの戦
略は、結果としてJALによるJASの経営統合と
いう結末を導いた。
　つまり、大手３社が結託してスカイマークを
排除するという「新規参入阻止ゲーム」から、阻
止する側である既存大手３社間での「競争ゲー
ム」に転換する誘因を、航空 3社の市場構造が
もっていたことが、HIS の戦略的参入をスムー
ズに運んだ最も大きな要因の一つだったと考え
られる。その誘因を形成したのはまさに航空行
政当局による規制緩和であって、HISは、この移
行過程特有の競争ルールが流動する状況をうま
く利用して、参入による低価格競争を実現した
ことになる。これによりゲームの転換が起こり
うることを、HISがどの程度明確に予期してい
たかどうかは不明である。しかし、結果として
は国内航空料金がLCCと競争しうる価格レベル
にまで下落したことで、HISの目的はほぼ達し
てしまったと言えるのではないだろうか。
　このことは、1999年、スカイマーク運航路線
に対して既存航空３社が半額運賃をぶつけてき
たことに対して述べた澤田の次のような発言が
傍証となるだろう。
　「いかにも狙い打ちで、弱い者いじめだと思
う。他の路線の消費者を無視している。三年前、
日本の飛行機代は高く、コスト競争力からいっ
ても日本の航空会社は欧米に負けてしまうとい
うことで思い切って始めたのがスカイマークで
した。僕は、別に航空会社をやらなくてもよかっ
たんです。だけど我々が投げた一石で、ここま
で値段が下がった。大きな一石です。僕はスカ
イマーク、どこかに差し上げてもいいと思って
いる。航空会社なんて苦労は多いし、コンピュー
タや通信と比べて、今のところすごく利益が上
がる事業でもない」（15）。
３．旅行業界再編による競争優位
　自社のコア事業の市場構造を変える目的で、
関連する市場に参入する「戦略的参入」という
観点から見ると、HISはスカイマークの参入に
より、旅行業市場と関連する国内航空市場の構
造を変えることに成功した。航空運賃の下落は、
HIS がコア事業を営む旅行業界の市場構造にも
大きな影響を与えた。この変化を、HISは自らの
コア事業の優位性に結びつけることができたの
だろうか。
　このことを判断するために、HISにとっては
激動の期間、業績がどのように推移したのか見
てみよう。表4は1995年～2005年の業績推移で
ある。ここではコア事業の旅行業に対するスカ
イマーク事業の影響を見るために、連結ではな
く単独決算を示すこととする。
表４　HISの業績（1995年～2005年）
　2003年度は9.11テロの影響で経常利益が減少
しているが、基本的には増収増益を重ねている
ことがわかる。特に経常利益率は高く、同業種
トップシェアのJTBよりも高い。少なくとも、ス
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カイマークへの参入は、コア事業にとってマイ
ナスには働いていないことがわかる。
　この間、旅行業界に大きな再編が起きたこと
は前述の通りである。ホールセリングの比率が
高かった企業は市場から退出を余儀なくされ、
旅行価格も低価格競争に突入した。そして、低
価格競争が自社の競争優位に結びつくことを、
澤田は十分に認識していたと思われる。
　HIS はマップインターナショナルや豊和トラ
ベルサービスを子会社化し傘下におさめるなど、
営業力を強化し、コア事業の格安チケット販売
を核にしながらも、現在では低価格を強みにし
た総合旅行代理店化しつつあり、売り上げシェ
アでは業界第 4位占めるに至っている。
　まさにHISは、コア事業の収益力で、旅行市
場構造の変化が生み出した多くの収益機会を獲
得したと言えるだろう。市場構造変化にも対応
できるコア事業の収益力が、戦略的参入を成功
に導いた条件でもあるといえるだろう（16）。
Ⅳ　結論と示唆
　以上、HISの航空業界への参入と、それによっ
て引き起こされた航空・旅行両市場構造の変化
を、戦略的参入の観点から概観した。このケー
スにおいては、①期待する市場構造の変化にお
いても揺るがないコア事業における競争優位が
確保されていることと、②参入阻止側のステー
クホルダー達が、新規参入者の阻止から、阻止
する側内部の競争ゲームに移行する誘因が存在
していることが、戦略的参入成功の条件である
ことがわかる。
　こうした戦略的参入を考慮しなければならな
いケースは、少ないわけではない。多くの経営
者は、事業の成長を望む際に、単独市場あるい
は分割された個別市場への参入を考えるが、現
在の事業は様々なビジネスモデルが相互に連結
し、それらをまたぐフォーマル・インフォーマ
ルな規制も多々存在する。その中で、本稿で詳
述したような、相互に連結した市場を念頭に置
いた戦略的参入が経営史の教訓として生きる
ケースは少なくない。
　最後に、本稿で試みたような、当事者の証言
を多用し「意思決定の歴史」すなわち企業の「政
策史」を構成する方法は、厳密な実証に耐えら
れないと批判を受けるかもしれない。しかし、現
実の意志決定者に成功への教訓（lesson）を提供
するという目的においては、このような政策史
の方法が大きな力をもちうることを付言してお
きたい。
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る。
（13）澤田は格安航空券事業を始めた頃を回想し「大手
の旅行代理店が航空会社にプレッシャーをかけて、
『（HISに航空券を）卸すのだったら、うちは売らな
いよ』と言うわけです。彼らの方がパワーがありま
すから。うちの仕入れが止まります。だけど、止
まってもどうということはない。海外の航空会社
から買えばすむ話ですから」と述べている。（澤田
秀雄・橘川武郎、2003、P73）
（14）航空業界参入を表明した直後の1996年、澤田は次
のように語っている「なぜ今回参入に手を挙げさ
せていただいたかと言いますと、このままの状態
でいけば、わが国の航空会社はすべて欧米のエア
ラインにやられてしまうと思うのです。（中略）と
ても体質の強い強豪ばかりで、なおかつこの競争
の中でも利益を出してきているのです。こうした
企業群と日本のエアラインが戦って勝てるのかと
いうと、結果的には日本側が赤字に陥ってしまう
と考えるのです。また、国としてもこのままの状態
で進めていった場合、世界的なオープンスカイ政
策の潮流の中で、わが国だけ航空完全自由化がで
きない、とはいきませんから、そのときに日本の空
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も海外の航空会社にやられてしまう、という可能
性は十分あります。（中略）別にうちの会社がどう
こうというのではなく、日航さんが、全日空さん
が、JASさんが強くなってくれればいいのです」『経
済界』1996秋季特大号
（15）『週刊東洋経済』1999.3.27、P78
（16）加護野（2004）では、「多角化は好業績をもたらさ
ないということが常識になりつつある」とした上
で、「選択と集中が効果を生まなかったのは（中略）
コア事業を生み出すことができなかったからであ
る」としている。本稿との関わりでいえば、コア事
業を生み出すことだけではなく、コア事業を強化
し、いかにして持続させるかという問題について
も戦略的参入の概念は寄与するものと思われる。
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